
資 格

平
成

™
™
年

˜
—
月

™
™
日
金
曜
日

(
号
外
政
府
調
達
第

˜
 
 
号
)

官
報

] 提案について
æ 入札説明書に記載された要求要件を実現
できると認められる場合には、標準点とし
て100点を与えるものとし、「プレストレス
トコンクリート橋（壁高欄を含む。）のコン
クリートのひび割れ抑制についての品質の
確保、向上に資する工夫」、「プレストレス
トコンクリート橋のＰＣ緊張、グラウトな
どについての品質の確保、向上に資する工
夫」についての評価の配点は、それぞれ30：
20とし、指定テーマの得点（素点）の合計
点を技術評価点とする。

çは第１号３]çに同じ。
^ 上記\において、評価値の最も高い者が２
人以上あるときは、くじ引きにより落札者を
決定する。

_ 技術提案の履行に関する事項 受注者の責
により、入札に係る技術提案内容が履行され
ない場合は、その程度により、工事成績評定
点を最大10点減点する。
また、契約違反として取り扱う場合がある。

_ 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、提出先及び提出方法 平成23年１月17日
から平成23年２月７日までの休日を除く毎
日、午前９時15分から午後４時30分まで（最
終日は「入札書」受付締切時刻である正午ま
で。）。〒540`8586 大阪府大阪市中央区大手
前１`５`44大阪合同庁舎第１号館 近畿地
方整備局総務部契約課 電話06`6942`1141

d 持参、郵送（書留郵便に限る。提出期間
内必着。）又は託送（書留郵便と同等のものに
限る。提出期間内必着。）により提出すること。

` 入札書の提出方法及び入札・開札の日時並
びに場所 入札書は、電子入札システムによ
り提出すること。ただし、紙入札方式による
場合は、書面により持参又は郵送（書留郵便
に限る。）すること。
æ 電子入札システムによる入札の締切は、
平成23年２月７日正午。

ç 書面により持参の場合は、平成23年２月
７日正午までに近畿地方整備局総務部契約
課に提出すること。

è 郵送による入札書の受領期限は、平成23

年２月７日正午（郵送による入札書の提出
場所は、近畿地方整備局総務部契約課）。

é 開札は、平成23年２月８日午後１時30分
近畿地方整備局総務部契約課入札室にて
行う。

６ Summary

\,], the same with notice above (No. 1)

^ Subject matter of the contract : Construc-

tion work of the Superstructure of the pre-

stressed concrete for Natekawa in Ki-

hokuhigasi-Road

_ Time-limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

4 : 30 P.M 22 November 2010

` Time-limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 12 : 00 P.M.

(noon) 7 February 2011 (tenders brought

along 12 : 00 P.M. (noon) 7 February 2011 or

tenders submitted by mail 12 : 00 P.M.

(noon) 7 February 2011)

a Contact point for tender documentation :

Satosi Isida the second subsection chief

Contract Division, Kinki Regional Develop-

ment Bureau Ministry of Land, Infrastruct-

ure, Transport and Tourism 1`5`44,

Otemae Tyuou-Ward, Osaka-city, 540`

8586, Japan TEL 06`6942`1141

４ 入札手続等
\ 担当部局 〒540`8586 大阪府大阪市中央
区大手前１`５`44大阪合同庁舎第１号館
近畿地方整備局総務部契約課契約第二係 石
田 聡 電話06`6942`1141d

] 入札説明書等の交付期間及び交付方法 入
札説明書等を電子入札システムにより交付す
る（電子入札システムの調達案件一覧中、本
案件の「掲載文書一覧」欄から、ダウンロー
ドすること。）。交付期間は、平成22年10月22

日から平成23年２月７日までの行政機関の休
日に関する法律（昭和63年法律第91号）第１
条第１項に規定する行政機関の休日（以下「休
日」という。）を除く毎日、午前９時00分から
午後５時00分まで。
ただし、上記交付方法による入手ができな
い入札参加希望者に対しては、電子記録媒体
（ＣＤ`Ｒ等）を下記çに持参することによ
り、電子データにて交付するので、下記çに
あらかじめ申し出ること。
æ 交付期間：平成22年10月22日から平成23

年２月７日までの休日を除く毎日、午前９
時15分から午後５時00分まで。

çは第１号４]çに同じ。
è 交付申込期限：平成23年２月７日正午ま
で。

^ 申請書及び資料の提出期間、提出先及び提
出方法
æ 提出期間：平成22年10月25日から平成22

年11月22日までの休日を除く毎日、午前９
時15分から午後４時30分まで。

çからèまでは、第１号４^çからèまで同
じ。

５ その他
\から^までは、第１号５\から^までに同じ。
_ 落札者の決定方法 上記３\èに定める評
価値の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で発注者の定
める最低限の要求要件を全て満たして入札し
た他の者のうち、評価値の最も高い者を落札
者とすることがある。

`からÊまでは、第１号５`からÊまでに同じ。

F̂ 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４\に同じ。

Ĝ 一般競争（指名競争）参加資格の認定を受
けていない者の参加 上記２]に掲げる一般
競争（指名競争）参加資格の認定を受けてい
ない者も、上記４^により申請書及び資料を
提出することができるが、競争に参加するた
めには、開札の時において、当該資格の認定
を受け、かつ、競争参加資格の確認を受けて
いなければならない。

Ĥ 詳細は入札説明書による。

競争参加者の資格に関する公示

国道25号御堂筋共同溝立坑工事に係る特定建設
工事共同企業体（以下「特定ＪＶ」という。）とし
ての競争参加者の資格（以下「特定ＪＶとしての
資格」という。）を得ようとする者の申請方法等に
ついて、次のとおり公示します。
平成 22年 10月 22日

近畿地方整備局長 上総 周平

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27

１ 工事名 国道25号御堂筋共同溝立坑工事（電
子入札対象案件）
２ 工事場所 （自）大阪府大阪市浪速区難波中
１丁目地先 （至）大阪府大阪市北区曽根崎２
丁目地先
３ 工事内容 工事延長 Ｌ＝4¶030N 立坑構
築工８箇所、内空寸法φ3•0N ２箇所、内空
寸法φ2•75N ５箇所、ＥＢ７ＷＢ２立坑
13•55N×6•1N １箇所、内部構築工１式
４ 工期 契約の翌日から平成26年３月10日ま
で。
５ 申請の時期
平成22年10月25日から平成22年12月１日まで
（行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律
第91号）第１条第１項に規定する行政機関の休
日（以下「休日」という。）を除く。）。
なお、平成22年12月２日以降当該工事に係る
開札の時まで（休日を除く。）においても、随時
申請を受け付けるが、当該開札の時までに審査
が終了せず、競争に参加できないことがある。
６ 申請の方法
\ 申請書の入手方法 「競争参加資格審査申
請書（特定建設工事）」（以下「申請書」とい
う。）は、平成22年10月22日から平成22年12月
１日まで 〒540`8586 大阪市中央区大手前
１`５`44大阪合同庁舎第１号館 近畿地方
整備局総務部契約課調査係（電話06`6942`

1141）において特定ＪＶとしての資格を得よ
うとする者に交付する。

] 申請書の提出方法 本工事は、特定建設工
事共同企業体協定書 を準用するものとす
る。
申請者は、申請書に次に掲げる書類を添付
して、電子入札システムにより提出すること。
また、入札説明書に示すところによる一定
の理由がある場合は郵送（書留郵便に限る。）
により提出すること。
ただし、発注者の承諾を得て紙入札方式に
よる場合は、上記\に示す申請書の交付場所
に持参すること。
æ 特定建設工事共同企業体協定書 （下記
７`の条件を満たすものに限る。）の写し。™
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